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Ⅰ．経営ビジョン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔統合の基本理念〕  

以下の5つを基本理念として、21世紀に向けて飛翔する新しい総合金融グループを創造し

てまいります。 

①お客さま･お取引先に最高水準の総合金融サービスを提供する。 

②株主、市場から高く評価され、我が国を代表するトップバンクとして、広く社会から信頼さ

れる。 

③社員にとって働き甲斐があり魅力に富んだ職場にする。 

④事業分野、機能について、それぞれの特色･強みを最大限に発揮するとともに、徹底し

た合理化、効率化により統合の効果を最大限に追求する。 

⑤各行の既往文化に拘らない新しい風土･企業文化を持った金融グループを創造する。

 

 

 

 １．将来像  
    「最先端の総合金融サービスで、 

      新時代をリードする革新的フィナンシャルグループ」

 

  ２．経営目標 
  

 ・ 日本を代表するグローバルトップ５ 

 ・ ＣＳ（お客さま満足度）：「トップ」 

 ・ ＩＴ（情報技術）・ＦＴ（金融技術）：「フロントランナー」

 ・ 国内コマーシャルバンキング：「ナンバー１」 

 ・ 証券・インベストメントバンキング：「マーケットリーダー」

・ 資産運用・信託、決済ビジネス：「トップクラス」 

・ 経営体制：「ベストプラクティス」 

経営ビジョン 
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Ⅱ．財務目標 

 

１．収益目標 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．部門別収益目標 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成１０年度 

（実績） 

平成１１年度 

（速報値） 

 平成 14 年度 

（計画） 
 
平成 17 年度 

（計画） 

統合３行業務粗利益 １７，８３４ １６，５６８  １９，３２４  ２１，５００ 

統合３行経費 ９，０４０ ８，５０２  ８，６６４  ８，０００ 

統合３行業務純益 ８，７９４ ８，０６６  １０，６６０  １３，５００ 

統合３行当期利益 ▲９，６４８ ２，５１２  ４，７００  ６，６００ 

       

中核５社当期利益 ▲９，４９１ ２，４６０  ５，０００  ７，１００ 

中核５社剰余金残高 ７，２３２ ８，７２６  １６，６００  ３１，１００ 

       

連結当期利益 ▲１０，４８５ １，９４４  ５，８００  ８，０００ 

連結ＲＯＥ － ４．１６％  ８％程度  １２％程度 

       

（注）中核５社とは統合３行、みずほ証券およびみずほ信託銀行。なお、平成 14年春を目処に、中核 

    ５社は、みずほ銀行、みずほコーポレート銀行、みずほ証券およびみずほ信託銀行の４社に 

    統合・再編される予定。 

 平成 12年度 

（計画） 
 
平成 14年度 

（計画） 
 
平成 17年度 

（計画） 

リテール・ミドル ２，２１２  ５，０４７  ６，５３７ 

ホールセール ４，０６９  ４，３９９  ５，０９１ 

証券・インベストメントバンキング、

資産運用・信託、決済・マルチメ

ディア 

 

 

１６７ 

  

 

２４４ 

  

 

７２５ 

市場・ＡＬＭ ２，４７９  １，６６８  ２，００７ 

合計（統合３行） ８，２９２  １０，６６０  １３，５００ 

      
みずほ証券 ２２８  ４１２  ５６０ 

みずほ信託銀行 ▲８３  ３５  ４６２ 

      

合計 ８，４３７  １１，１０７  １４，３９１ 

 

（注）統合３行は業務純益、みずほ証券・みずほ信託銀行は経常利益を表示。 

（単位：億円）

（単位：億円）
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３．統合効果 

  ［累計ベース］                                                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．ＩＴ関連投資 

  ［累計ベース］ 

 

 

 

 

 
 

５．ＢＩＳ自己資本比率 
 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 12～14年度累計 

（計画） 
 
平成 15～17年度累計 

（計画） 

 粗利益シナジー効果 ９４６  ３，７１７ 

  統合費用 ▲１，５７６  ▲７７５ 

  リストラ効果 ７６８  ２，０４７ 

 経費削減効果（ネット） ▲８０８  １，２７２ 

統合効果（ネット） １３８  ４，９８９ 

 １２／３期 

（速報値） 
 
１５／３期 

（計画） 
 
１８／３期 

（計画） 

自己資本比率 １１．６８％  １１．５６％  １１．５％程度 

Ｔｉｅｒ１比率 ６．０１％  ７．１６％  ７．５％程度 

 

 １１／４～１５／３  １５／４～１８／３ 

国内店舗〔店〕 ▲８３（削減）  ▲７０（削減） 

海外拠点（含む現法）〔店・社〕 ▲４７（削減）  ▲７（削減） 

従業員〔人〕 ▲４，５００程度（減員）  ▲２，５００程度（減員） 

    

  （注）国内店舗の削減数は、「みずほコーポレート銀行」の拠点17ヶ所前後を加味した後の純減数を 

      表示。 

 平成12～14年度累計 

（計画） 
 
平成12～17年度累計 

（計画） 

ＩＴ関連投資 ６，３００  １１，０００ 

    

  （注）ＩＴ関連投資＝ＩＴ投資額＋ＩＴ人件費＋ＩＴ物件費 

（単位：億円）

（単位：億円）
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Ⅲ．当面の重点課題 
 

みずほフィナンシャルグループは、グループが有する総合金融サービス力を最大

限に活用すると共に、新たなビジネスフィールドの創造・開拓にも積極的にチャレ

ンジしていく方針です。特に、以下をグループとしての当面の重点課題と位置づけ

ております。 
 

当面の重点課題 概            要 

ＣＳ（お客さま満足度） 

向上 

お客さまを第一とする、サービス業としての企業文化を真に根

付かせ、全ての行員が常にお客さまへ最高のサービス提供
を追求する行動を実践してまいります。また、組織面では、持

株会社に「ＣＳ研究所」を設置し、お客さまの声を速やかにサ

ービス改善に結びつける仕組みを構築してまいります。 

 

ＩＴ戦略 ３行統合のスケールメリットを活かし、米銀並みの年間１，５００
億円程度のＩＴシステム投資を戦略的に実施してまいります。

具体的には、顧客データベース、グローバルリスク計量シス

テムの構築等事業戦略を支えるインフラ整備や各ビジネスユ

ニット（“ＢＵ”）の戦略的事業に対するシステムサポートを推進

してまいります。 
 

グローバル戦略 みずほフィナンシャルグループは海外においても、充実した

海外ネットワークを活かし、最も信頼されるグローバルパート

ナーとして、アレンジャー業務、Ｍ＆Ａ等のアドバイザリー業

務、ＣＭＳ等、多彩なサービスを国内外の企業に提供してまい
ります。 

 

チャネル戦略 重複店舗の統廃合など有人店舗網の再構築を進める一方、

お客さまに最高の満足を提供するため、インストアブランチ、

ＡＴＭネットワーク、テレフォンバンキングサービス、インターネ
ットチャネル等、お客さまのニーズに即応できる最も利便性の

高いチャネルネットワークを構築・拡充いたします。 

 

資産流動化・シンジ

ケーション業務 

債権流動化業務、ローンシンジケーション業務を積極展開し、

ストック型からフロー型ビジネスモデルへの転換を図ることに
より、資産効率の飛躍的向上に取組みます。また、グループ

の顧客基盤と金融ノウハウを活用して、日本のスタンダードと

なる不動産ファンド組成に取組みます。 
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当面の重点課題 概            要 

ｅ－ビジネス ｅ－ビジネスについては、Ｂ ｔｏ Ｃに加え、Ｂ ｔｏ Ｂマーケット

を包含した高付加価値のサービスを実現いたします。 

○「ｅ－バンクコア」「金融ポータル」「ＥＣコミュニティ」の３分野

におけるサービスの提供など、ｅ－バンクビジネスに積極
的に取組んでまいります。 

○金融ポータルの主要パーツとして、インターネット指向の新

規リテール顧客層に照準を合わせた、インターネット証券

会社の設立を検討しております。 

 

資産運用・信託ビジ

ネス（マスタートラス

ト・401Ｋ運営管理機

関等） 

 

資産運用・信託部門の機能強化と親密生保・グループ企業と

の協力関係の構築により、本ビジネスにおける市場競争力の

一段の強化を図ります。 

○強固な財務体質に基づく高格付と３行顧客基盤を活用し、

親密生保との連携を図りながら、マスタートラストを含む資
産管理業務を展開いたします。 

○親密生保の参画も得て、確定拠出年金ビジネスの運営管

理業務（加入者教育ツール開発、コールセンター業務、  

Ｗｅｂの開発等）に係る共同事業会社の設立を検討しており 

  ます。 

 

ニュービジネス・ベン
チャー企業支援 

２１世紀を担うニュービジネス、ベンチャー企業、技術力のあ
る企業等の発掘・発展支援に注力してまいります。 

○３行出資による共同ファンド「みずほベンチャーファンド」を

創設し、ＩＴ関連、バイオ・環境等のニュービジネスを積極的

に支援いたします。 
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（参考１）持株会社の概要 

       

 

名称：        「株式会社みずほホールディングス」 

 

設立時期：    平成１２年９月２９日 

 

事業目的：    グループの経営管理、ならびにそれに附帯する業務 

 

本社所在地：  東京都千代田区丸の内１丁目６番１号 

              （丸の内センタービル） 

 

資本金：      ２兆５，７２０億円 
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（参考２）シンボルマーク・ロゴタイプ……（次ページ） 

       

 

 

このたび、みずほフィナンシャルグループ、ならびに持株会社「株式会社みずほホ

ールディングス」のシンボルマーク・ロゴタイプを決定いたしました。 

 

このシンボルマークは、躍動感溢れるデザインで表現されたMIZUHOの頭文字「M」

と、「地球」をモチーフとした円弧とで構成しております。 

 

また、シンボルマークのカラーについては、情熱、活力、躍動感を表すブライトレッ

ドと、信頼性、安定感を表すディープブルーの２色のコンビネーションといたしまし

た。 

 

 
 

 

以  上 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 
 
 
 
 

 
 


